
 

 

子どもの健全な育ちと保育環境の保障を求める意見書 
 

我が国においては、少子化が急速に進行する中、厳しい経済情勢などにより共働き世

帯が増加していることから、子どもを安心して生み育てられる環境の整備及びすべての

子どもの健やかな成長を保障するため、保育制度の一層の充実が求められている。 

こうした中、平成 24 年８月に「子ども・子育て関連３法」が国会で成立し、子ども・

子育て支援を総合的に推進することを目的とした新制度の運用に向けた議論が現在進め

られているところである。 

新制度への移行に伴い、今後さらに、保育サービスの質的・量的な拡大が求められる

ことから、保育士の確保及び人材育成が喫緊の課題となっている。 

また、保育士の処遇は他業種に比べて低水準となっていることに加え、保育の長時間

化、特別な支援が必要な子どもの増加などにより保育士の負担が増大しており、保育士

の確保に向けた施策を一層推進していく必要がある。 

よって、国においては、すべての子どもたちの健やかな成長と良好な保育環境を保障

するため、下記の事項について早急に実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 保育士の処遇向上に関連する施策について、継続性が担保されるような制度を創設

するとともに、必要な財源を確保し、保育士の確保及び人材育成に向けた支援を更に

充実させること。 

２ 安全できめ細やかな保育を確保するため、保育所における保育士配置基準を改善す

ること。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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